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１．令和６年度　宜野湾市下水道事業会計予算



 



議案第17号

　（総則）
第１条　令和６年度宜野湾市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。　

　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
（１）排水世帯数 世帯

（２）年間総排水量 　 ㎥

（３）一日平均排水量 　 ㎥

（４）主要な建設改良工事 千円

　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。　　　
　　収　入 　支　出
　第１款　下水道事業収益　 千円 第１款　下水道事業費用 千円
　　第１項　営業収益 千円 　第１項　営業費用 千円
　　第２項　営業外収益 千円 　第２項　営業外費用 千円
    第３項　特別利益 千円 　第３項　特別損失 千円

　第４項　予備費 千円

　（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額358,494千円は、減債積立金

　50,000千円、過年度分損益勘定留保資金143,688千円、当年度分損益勘定留保資金116,338千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

　調整額48,468千円で補てんするものとする。）

　　収　入 　支　出
　第１款　資本的収入 千円 第１款　資本的支出 千円
　　第１項　企業債 千円 　第１項　建設改良費 千円
　　第２項　補助金 千円 　第２項　企業債償還金 千円
　　第３項　負担金及び分担金 千円

　　　令和６年度　宜野湾市下水道事業会計予算

39,006
9,880,100

27,069
636,774

2,003,140 1,953,685
1,163,350 1,865,108

839,789 80,077
1 500

8,000

1,213,454 1,571,948
505,700 1,245,607
640,188 326,341
67,566
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　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　

千円

千円

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限度額

事　　　　　　項 期　　　　　間 限　 度　 額

宜野湾地区排水路改修工事現場技術業務委託料 13,166

（単位：千円）

起 債 の 目 的 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

令和６年度から令和７年度まで

宜野湾地区排水路改修工事 令和６年度から令和７年度まで 164,610

下 水 道 事 業 債 426,700

（借入の方法）
証書借入又は証券発行によ
る。
発行価格が額面金額を下回
るときは、その発行差額を
うめるため必要な金額をこ
れに加算した金額とするこ
とができる。

（借入時期）
令和６年度。ただし、事業
その他の都合により、その
一部又は全部を翌年度に繰
り延べて起債することがで
きる。

年６％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる政
府資金及び地方公共団体金
融機構資金について、利率
の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

償還期間は、据置期間を含め40年以内
とする。
償還方法は、元利均等、元金均等によ
る。
ただし、財政の都合により、据置期間
中であっても繰上償還し、償還年限を
変更し、又は借り換えることができ
る。

流 域 下 水 道 事 業
建 設 負 担 金 債

79,000

計 505,700
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　（一時借入金）
第７条　一時借入金の限度額は、406,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）営業費用、営業外費用及び特別損失との間。
（２）建設改良費及び企業債償還金との間。

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費）
第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用
　する場合は、議会の議決を経なければならない。
（１）職員給与費 109,569 千円

　　令和６年２月27日提出

宜野湾市長　松川　正則 
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２．予算に関する説明書



 

収益的収入 （単位：千円）

予定額

1 下 水 道 事 業 収 益 2,003,140

1 営 業 収 益 1,163,350

1 下 水 道 使 用 料 976,238 下水道使用料の収入

2 雨 水 処 理 負 担 金 185,971 雨水処理に要する経費に対する一般会計負担金

3 そ の 他 営 業 収 益 1,141 督促手数料、指定工事店登録手数料

2 営 業 外 収 益 839,789

1 受取利息及び配当金 1 預金利息

2 他 会 計 負 担 金 58,618 地方公営企業繰出基準に基づく一般会計負担金

3 補 助 金 81,500 防災・安全交付金、沖縄振興公共投資交付金

4
消費税及び地方消費税
還 付 金

35,287 消費税及び地方消費税還付金

5 長 期 前 受 金 戻 入 664,344 補助金等による減価償却費見合分戻入

6 雑 収 益 39 延滞金等

3 特 別 利 益 1

1 過 年 度 損 益 修 正 益 1

款 目 備　　考

令和６年度　宜野湾市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

項
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収益的支出 （単位：千円）

予定額

1 下 水 道 事 業 費 用 1,953,685

1 営 業 費 用 1,865,108

1 汚 水 管 渠 費 146,309 汚水管渠施設の維持補修に関連する費用

2 雨 水 管 渠 費 141,381 雨水管渠施設の維持補修等に関連する費用

3 ポ ン プ 場 費 61,576 ポンプ場施設の維持補修に関連する費用

4 普 及 指 導 費 23,993
水洗便所及び排水設備の普及促進及び指導等に
関連する費用

5 業 務 費 53,735 使用料の調定、収納に関連する費用

6 総 係 費 43,688 事業活動全般に関連する費用

7 減 価 償 却 費 833,672 固定資産等の減価償却費

8 資 産 減 耗 費 17,348 固定資産の除却費

9
流域下水道維持管理
負 担 金

543,406 流域下水道事業に対する負担金

2 営 業 外 費 用 80,077

1
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

80,075 企業債利息、一時借入金利息

2 消費税及び地方消費税 1

3 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 500

1 過 年 度 損 益 修 正 損 500 漏水等使用料還付

4 予 備 費 8,000

1 予 備 費 8,000

款 項 目 備　　考
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資本的収入 （単位：千円）

予定額

1 資 本 的 収 入 1,213,454

1 企 業 債 505,700

2 補 助 金 640,188

1 国 庫 補 助 金 116,028 雨水管渠整備等に係る補助金

2 県 補 助 金 524,160 汚水管渠整備等に係る補助金

3 負担金及び分担金 67,566

1 他 会 計 負 担 金 67,566 地方公営企業繰出基準に基づく一般会計負担金

資本的支出 （単位：千円）

予定額

1 資 本 的 支 出 1,571,948

1 建 設 改 良 費 1,245,607

1 汚 水 管 渠 築 造 費 589,189 汚水施設工事に要する経費

2 雨 水 管 渠 築 造 費 225,291 雨水施設工事に要する経費

3 ポ ン プ 場 築 造 費 346,600 ポンプ場施設工事に要する経費

4 流域下水道建設負担金 79,009 　流域下水道事業に対する負担金

5 営 業 設 備 費 5,518 汚水ポンプ購入費

2 企 業 債 償 還 金 326,341

1 企 業 債 償 還 金 326,341 企業債の元金年割償還金

1 企 業 債 505,700

備　　考

項

目

備　　考

資本的収入及び支出

項

目

建設改良費等の財源に充てるための企業債

款

款
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１　総括 （単位：千円）

2 7（  1） 2,403 31,500 28,369 62,272 10,281 72,553

      5 18,215 12,111 30,326 6,690 37,016

2 12（  1） 2,403 49,715 40,480 92,598 16,971 109,569

7（  2） 4,517 30,632 29,328 64,477 10,473 74,950

      5 17,366 11,714 29,080 6,152 35,232

12（  2） 4,517 47,998 41,042 93,557 16,625 110,182

2 （△1） △ 2,114 868 △ 959 △ 2,205 △ 192 △ 2,397

849 397 1,246 538 1,784

2 （△1） △ 2,114 1,717 △ 562 △ 959 346 △ 613

※（　）内は、短時間勤務職員数

（単位：千円）

21,944 1,142 2,653 1,834 906 2,665 482 2,861 5,993

20,960 1,160 2,971 3,475 869 3,337 482 2,641 5,147

984 △ 18 △ 318 △ 1,641 37 △ 672 220 846

通勤手当 住居手当 管理職手当 児童手当 退職給付費

本年度

手
当
の
内
訳

区　分 期末勤勉手当 特殊勤務手当 扶養手当 時間外手当

前年度

比　較

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

手　当 小　計

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

給 与 費 明 細 書

区　　　分

職 員 数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合　計特別職
(人)

一般職
(人)

報　酬 給　料
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

2 7 65 31,500 27,460 59,025 9,699 68,724

5 18,215 12,111 30,326 6,690 37,016

2 12 65 49,715 39,571 89,351 16,389 105,740

7 30,632 28,348 58,980 9,465 68,445

5 17,366 11,714 29,080 6,152 35,232

12 47,998 40,062 88,060 15,617 103,677

2 65 868 △ 888 45 234 279

849 397 1,246 538 1,784

2 65 1,717 △ 491 1,291 772 2,063

※（　）内は、短時間勤務職員数

（単位：千円）

21,035 1,142 2,653 1,834 906 2,665 482 2,861 5,993

19,980 1,160 2,971 3,475 869 3,337 482 2,641 5,147

1,055 △ 18 △ 318 △ 1,641 37 △ 672 220 846

児童手当 退職給付費

本年度

前年度

比　較

特殊勤務手当 扶養手当 時間外手当 通勤手当 住居手当 管理職手当

区　　　分

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

手
当
の
内
訳

区　分 期末勤勉手当

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

職 員 数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合　計特別職
(人)

一般職
(人)

報　酬 給　料 手　当 小　計
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イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（  1） 2,338 909 3,247 582 3,829

（  1） 2,338 909 3,247 582 3,829

（  2） 4,517 980 5,497 1,008 6,505

（  2） 4,517 980 5,497 1,008 6,505

（ △ 1） △ 2,179 △ 71 △ 2,250 △ 426 △ 2,676

（ △ 1） △ 2,179 △ 71 △ 2,250 △ 426 △ 2,676

※（　）内は、短時間勤務職員数

（単位：千円）

期末勤勉手当

本年度 909

前年度 980

比　較 △ 71

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

手
当
の
内
訳

区　分

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

特別職
(人)

一般職
(人)

報　酬 給　料 手　当 小　計
区　　　分

職 員 数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合　計
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２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

備　考

196,200 －大　学　卒

166,600

（単位：円）

164,000

一般会計の制度

　⑵　初任給

現　業　職

高　校　卒 166,600

平 均 年 齢  (歳)

一般行政職

164,000

－196,200

区　　　分

39歳 1月

平 均 給 与 月 額

令和６年１月１日現在

令和５年１月１日現在

296,650

324,200

41歳 5月

現　業　職
一般行政職

現　業　職

（単位：円）

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢  (歳)

人事異動等による増

増減事由別内訳

688

人事異動等による減

３　給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

△ 1,560

区　　分

給　　料

増 減 額

411

手　　当 △ 562
 制度改正に伴う増減分

説　　　　明

改定率 0.92%

昇給率 1.48％

311,892

 給与改定に伴う増減分

 その他の増減分

区　　　　　　　　　　　　　分

618 昇給に伴う増加分

平 均 給 料 月 額

一般行政職

1,717

 その他の増減分

341,908

998 勤勉手当支給率変更等による増
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担当主査

50.0

8.3

令和６年１月１日現在

7 級

1 級

12

　(級別の標準的な職務内容)

係　　長

5 級

33.4

3 級 4 級

次　　長係　　長 課　　長

主　　査

3 級

計100.0

5 級

3 級

級

7 級 7 級

区      分

12

1 級

2 級

3 級 6 50.0

主任主事

5 級

100.0

1

4 級

1

計

6 級

33.4

5 級

6 級

8.3

4

2 級8.3

6

1 級

1

　⑶　級別職員数

級
備　考

現　業　職

2 級

3 級

職員数(人)

1 級

4 級

一般行政職

構成比(%)職員数(人)
区　　　　分

構成比(%)

令和５年１月１日現在

1 級

7 級

計

主　　事
一般行政職 主　　事 担当主査

2 級

主 事 補

6 級

部　　長

4

7 級

2 級

4 級

5 級 8.31

4 級

6 級6 級

計
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一般行政職

　⑸　特殊勤務手当

3号給

(％)

9,517

 

9,517

　支給対象職員の比率(%)　(令和６年４月１日現在) 83.3

(人)

2号給

職 員 数

(人)

(人)

2号給

　支給対象職員１人当たり平均支給月額（円）

(人)

(Ｂ)／(Ａ)

1号給

(％)

(人)

 

職 員 数

(人)

(人)

12

12

一般行政職

本
 
年
 
度

　⑷　昇給

比 率

現　業　職

号 給 数 別 内 訳

1

(人)

(Ｂ)

(人)

区　　　　　　　　　　　分

11

3号給

114号給

(Ｂ)

6号給

(人)

(Ａ)

12

12

100.0

1

100.0

1

 

全　職　種

号 給 数 別 内 訳

83.3

区　　　　　　　　　　分

　給料総額に対する比率（%）

　代表的な特殊勤務手当の名称

 

(Ａ)

1

11

(人)

4号給 11

12

12昇 給 に 係 る 職 員 数

12

(人)

(Ｂ)／(Ａ)

(人)

100.0

合　　　計

1号給

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率

前
 
年
 
度

6号給 (人)

12

現　業　職

100.0

2.297 2.297

現場手当・暴風時手当
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2.200

同　じ

一般会計の制度

扶  養  手  当

33.27075 無47.709 47.709

区　      分

一般会計の制度

差 異 の 内 容

2.250

前　 年　 度
2.200

有

退職時特別昇給

有

4.400

備　　考

職制上の段階、職務の

無

同　じ

住  居  手  当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

47.709

通  勤  手  当 同　じ

　⑻　その他の手当

区　　　　　分

本 　年　 度

その他の加算
措置等

33.27075 47.709支　給　率　等 24.586875

24.586875

4.5002.250

35年勤続の者
（月分）

　⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

2.250

12月(月分)

　⑹　期末手当・勤勉手当

備　　考

2.250

最 高 限 度
（月分）

定年前早期退職
（2%～20%加算）

定年前早期退職
（2%～20%加算）

一般会計の制度との異同

支 給 期 別 支 給 率

6月(月分)
区　　　  分

3月(月分)

4.500

等級による　加算措置

支給率計
(月分)

有
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金 額 金 額 国県支出金 企 業 債 そ の 他

（令和２年度）

（令和４年度）

（令和５年度）

（令和６年度）

3,480

164,610

複合機賃借料（下水道事業） 3,480 令和５年度
令和６年度～
令和10年度

3,480

13,166宜野湾地区排水路改修工事現場
技術業務委託料

宜野湾地区排水路改修工事 164,610
令和６年度～
令和７年度

164,610

13,166
令和６年度～
令和７年度

13,166

12,429宜野湾市上下水道事業包括業務
委託（下水道事業）（電気料金改定
に伴う変更契約分）

宜野湾中継ポンプ場改築・ポンプ
増設工事委託料

334,000 令和５年度 令和６年度 334,000 200,400 133,600 0

12,429 令和５年度
令和６年度～
令和７年度

12,429

713 713

会計システム賃借料（下水道事業）

庁舎清掃業務委託料（下水道事業） 2,419
令和４年度～
令和５年度

713 令和６年度

8,644
令和４年度～
令和５年度

2,824
令和６年度～
令和７年度

5,648

274

5,648

大判複合機賃借料（下水道事業） 852
令和２年度～
令和５年度

411
令和６年度～
令和７年度

274

3,564 3,564

宜野湾市上下水道事業包括業務
委託（下水道事業）

庁舎警備業務委託料（下水道事業） 13,267
令和２年度～
令和５年度

4,901
令和６年度～
令和７年度

284,552 33,502

一般財源
期 間 期 間

827,710
令和２年度～
令和５年度

475,436
令和６年度～
令和７年度

318,054

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 払 義 務 発 生 ( 見 込 ) 額 支 払 義 務 発 生 予 定 額 特 定 財 源
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(令
和

７
年

３
月

３
１

日
)

(単
位

：
円

)

資
産

の
部

固
　

定
　

資
　

産

(1
)

有
 形

 固
 定

 資
 産

イ
土

　
　

　
　

地
6
1
0
,5

7
3
,3

0
4

6
1
0
,5

7
3
,3

0
4

ロ
建

　
　

　
　

物
7
4
,9

7
1
,1

9
5

減
価

償
却

累
計

額
△

 2
1
,5

5
2
,6

0
2

5
3
,4

1
8
,5

9
3

ハ
構

　
築

　
物

2
1
,6

8
3
,8

9
4
,4

7
2

減
価

償
却

累
計

額
△

 4
,7

8
2
,2

5
9
,2

9
9

1
6
,9

0
1
,6

3
5
,1

7
3

ニ
機

械
及

び
装

置
8
3
4
,8

7
2
,2

3
4

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
9
3
,0

0
9
,8

0
0

6
4
1
,8

6
2
,4

3
4

ホ
車

両
運

搬
具

1
,7

9
8
,8

7
4

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
,7

1
1
,4

0
1

8
7
,4

7
3

ヘ
工

具
器

具
及

び
備

品
1
,1

4
1
,3

9
2

減
価

償
却

累
計

額
△

 9
9
4
,5

0
2

1
4
6
,8

9
0

ト
建

設
仮

勘
定

0

有
 形

 固
 定

 資
 産

 合
 計

1
8
,2

0
7
,7

2
3
,8

6
7

(2
)

無
 形

 固
 定

 資
 産

イ
施

設
利

用
権

2
,4

4
1
,1

8
6
,7

0
3

無
 形

 固
 定

 資
 産

 合
 計

2
,4

4
1
,1

8
6
,7

0
3

(3
)

投
　

　
　

資

イ
出

資
金

5
,0

0
0
,0

0
0

投
　

資
　

合
　

計
5
,0

0
0
,0

0
0

固
 定

 資
 産

 合
 計

2
0
,6

5
3
,9

1
0
,5

7
0

流
　

動
　

資
　

産

(1
)

現
金

預
金

4
2
,0

4
2
,8

1
6

(2
)

未
収

金
1
5
3
,0

3
8
,3

2
3

貸
倒

引
当

金
△

 1
7
2
,8

0
5

1
5
2
,8

6
5
,5

1
8

(3
)

そ
の

他
流

動
資

産
0

流
 動

 資
 産

 合
 計

1
9
4
,9

0
8
,3

3
4

資
 産

 合
 計

2
0
,8

4
8
,8

1
8
,9

0
4

12

令
和

６
年

度
  宜

野
湾

市
下

水
道

事
業

予
定

貸
借

対
照

表
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負
債

の
部

3
固

　
定

　
負

　
債

(1
)

企
　

業
　

債

イ
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

4
,9

6
4
,1

9
7
,5

1
0

ロ
そ

の
他

の
企

業
債

7
,7

6
4
,5

5
4

企
 業

 債
 合

 計
4
,9

7
1
,9

6
2
,0

6
4

(2
)

引
　

当
　

金

イ
退

職
給

付
引

当
金

2
7
,5

7
1
,4

3
3

引
 当

 金
 合

 計
2
7
,5

7
1
,4

3
3

固
 定

 負
 債

 合
 計

4
,9

9
9
,5

3
3
,4

9
7

4
流

　
動

　
負

　
債

(1
)

企
　

業
　

債

イ
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

2
3
8
,2

2
3
,3

3
9

ロ
そ

の
他

の
企

業
債

8
,2

3
7
,4

4
4

企
 業

 債
 合

 計
2
4
6
,4

6
0
,7

8
3

(2
)

未
　

払
　

金
3
7
,0

0
0
,0

0
0

(3
)

預
　

り
　

金
3
0
0
,0

0
0

(4
)

引
　

当
　

金

イ
賞

与
引

当
金

6
,9

9
7
,0

0
0

ロ
法

定
福

利
費

引
当

金
1
,2

9
3
,0

0
0

引
 当

 金
 合

 計
8
,2

9
0
,0

0
0

(5
)

そ
の

他
流

動
負

債
0

流
 動

 負
 債

 合
 計

2
9
2
,0

5
0
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8
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5
繰

　
延

　
収

　
益
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)

長
期

前
受

金
1
8
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2
8
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3
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4
7
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)

収
益

化
累

計
額

△
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5

繰
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 収
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助
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2
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1
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2
9

ロ
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会
計
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3
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2
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7

ニ
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会
計
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)
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 注
記

 

 
Ⅰ

．
重

要
な

会
計

方
針

 

 
 

１
 

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の
方

法
 

 
 

 
 

（
１

）
有

形
固

定
資

産
（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。）

 

 
 

 
 

 
・

減
価

償
却

の
方

法
 
 

 
定

額
法

に
よ

る
。

 

 
 

 
 

 
・

主
な

耐
用

年
数

 

 
 

 
 

 
 

建
物

 
 

 
 

 
 
 

 
1
0
年

～
50

年
 

 
 

 
 

 
 

構
築

物
 

 
 

 
 
 

 
1
0
年

～
50

年
 

 
 

 
 

 
 

機
械

及
び

装
置

 
 
 

 
 
6
年

～
30

年
 

 
 

 
 

 
 

車
両

運
搬

具
 

 
 
 

 
 
4
年

～
 6

年
 

 
 

 
 

 
 

工
具

器
具

及
び

備
品
 

 
 
3
年

～
15

年
 

（
２

）
無

形
固

定
資

産
（

リ
ー

ス
資
産

を
除

く
。
）
 

 
・

減
価

償
却

の
方

法
 

 
 

 
定
額

法
に

よ
る

。
 

 
・

主
な

耐
用

年
数
 

 
 

流
域

下
水

道
施

設
利

用
権

 
 
4
5
年
 

  
 

２
 

引
当

金
の

計
上

方
法

 

 
 

 
 

（
１

）
貸

倒
引

当
金

 

 
 

 
 

 
 

債
権

の
不

納
欠

損
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
貸

倒
実

績
率

等
に

よ
る

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

 
 

 
 

（
２

）
退

職
給

付
引

当
金

 

 
 

 
 

 
 

職
員

の
退

職
手

当
の

支
給

に
備

え
る

た
め

、
当

年
度

末
に

お
け

る
退

職
手

当
の

要
支
給

額
に

相
当

す
る

金

額
の

う
ち

、「
退

職
手

当
負

担
に

つ
い
て

の
協

定
書

」
に

基
づ

き
、
他

会
計

が
負

担
す

る
と

見
込
ま

れ
る

部
分

を
除

く
額

を
計

上
し

て
い

る
。

 

 
 

 
 

（
３

）
賞

与
引

当
金

 

 
 

 
 

 
 

職
員

の
期

末
手

当
の

支
給

に
備

え
る

た
め

、
当

年
度

末
に

お
け

る
支

給
見

込
額

に
基
づ

き
、

当
年

度
の

負

担
に

属
す

る
額

を
計

上
し

て
い

る
。

 

 
 

 
 

（
４

）
法

定
福

利
費

引
当
金

 

 
 

 
 

 
 

職
員

の
期

末
手

当
に

係
る

法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る

た
め

、
当

年
度

末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基

づ
き

当
年

度
の

負
担

に
属

す
る

額
を
計

上
し

て
い

る
。

 

  
 

３
 

そ
の

他
会

計
に

関
す

る
書
類

の
作

成
の

た
め

の
基

本
と
な

る
重

要
な

事
項

 

 
 

 
 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税
の

会
計

処
理

 

 
 

 
 

 
消

費
税

及
び

地
方

消
費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

方
式
に

よ
っ

て
い

る
。
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Ⅱ
．

予
定

貸
借

対
照

表
等

に
関
す

る
注

記
 

 
１

 
企

業
債

の
償

還
に

係
る

他
会
計

の
負

担
 

 
 

予
定

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債

（
当

該
事

業
年

度
の

末
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
１

年
以

内
に

償
還

予
定

の
も

の
も

含
む

）
の

う
ち
、

他
会

計
が

負
担

す
る

と
見
込

ま
れ

る
額

は
、

8
24,

3
7
3
千

円
で

あ
る

。
 

 

Ⅲ
．

そ
の

他
の

注
記

 

１
 

引
当

金
の

取
崩

し
 

 
 

 
 

（
１

）
貸

倒
引

当
金

の
取
崩

し
 

 
 

 
 

 
 

令
和

６
年

度
に

お
い
て

、
債

権
の

不
納

欠
損

に
よ
る

損
失

が
発

生
し

た
た

め
、
貸

倒
引

当
金

80
,
0
00

円
を

取
り

崩
し

た
。

 

（
２

）
退

職
給

付
引

当
金

の
取

崩
し

 

 
 

 
 

 
 

令
和

６
年

度
に

お
い
て

、
退

職
手

当
と

し
て

7
9
0,
6
48

円
を

支
給

す
る
こ

と
と
な

っ
た

た
め

、
退

職
給

付

引
当
金

7
9
0,
6
4
8
円

を
取

り
崩

し
た
。

 

 
 

 
 

（
３

）
賞

与
引

当
金

の
取
崩

し
 

 
 

 
 

 
 

令
和

６
年

６
月

に
お
い

て
、
期
末

手
当

と
し

て
10
,
0
09
,
5
00

円
を

支
給
す

る
こ
と

と
な

っ
た

た
め

、
前

年

度
の

負
担

に
属

す
る

金
額

6,6
7
3
,
0
00

円
を

賞
与

引
当

金
か

ら
取
り

崩
し

た
。

 

 
 

 
 

（
４

）
法

定
福

利
費

引
当
金

の
取

崩
し

 

 
 

 
 

 
 

令
和

６
年

６
月

に
お
い

て
、

期
末

手
当

に
係

る
法
定

福
利

費
と

し
て

1,8
3
1
,
5
00

円
を

支
出

す
る

こ
と

と

な
っ

た
た

め
、

前
年

度
の

負
担

に
属
す

る
金
額

1
,
22
1
,
000

円
を
法

定
福

利
費

引
当

金
か

ら
取
り

崩
し

た
。
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（
単

位
 ：

 円
）

 （
１

）
  給

水
収

益
下

水
道

使
用

料
8
9
1
,2

6
5
,4

5
6

 （
２

）
  給

水
収

益
雨

水
処

理
負

担
金

1
3
5
,1

1
0
,0

0
0

 （
３

）
  給

水
収

益
そ

の
他

営
業

収
益

2
9
1
,0

0
0

1
,0

2
6
,6

6
6
,4

5
6

 （
１

）
  受

水
費

汚
水

管
渠

費
1
2
2
,5

0
0
,0

0
6

 （
２

）
  給

配
水

費
雨

水
管

渠
費

5
7
,5

3
1
,0

0
1

 （
３

）
  業

務
費

ポ
ン

プ
場

費
4
9
,8

2
2
,7

2
9

 （
４

）
  総

係
費

普
及

指
導

費
2
4
,9

0
6
,8

2
2

 （
５

）
  減

価
償

却
費

業
務

費
5
1
,0

7
4
,8

2
3

 （
６

）
  減

価
償

却
費

総
係

費
5
1
,4

2
2
,7

4
5

 （
７

）
  減

価
償

却
費

減
価

償
却

費
8
1
3
,9

9
5
,0

0
0

 （
８

）
  減

価
償

却
費

資
産

減
耗

費
5
,0

0
0

 （
９

）
  減

価
償

却
費

流
域

下
水

道
維

持
管

理
負

担
金

4
9
2
,3

7
4
,5

4
6

1
,6

6
3
,6

3
2
,6

7
2

6
3
6
,9

6
6
,2

1
6

 （
１

）
  受

取
利

息
受

取
利

息
及

び
配

当
金

1
,0

0
0

 （
２

）
  一

般
会

計
補

助
金

他
会

計
負

担
金

5
7
,4

3
4
,0

0
0

 （
３

）
  一

般
会

計
補

助
金

補
助

金
3
0
,1

3
6
,0

0
0

 （
４

）
  一

般
会

計
補

助
金

長
期

前
受

金
戻

入
6
4
2
,6

7
9
,0

0
0

 （
５

）
  一

般
会

計
補

助
金

雑
収

入
2
6
,0

0
0

7
3
0
,2

7
6
,0

0
0

 （
１

）
  支

払
利

息
支

払
利

息
及

び
企

業
債

取
扱

諸
費

7
1
,8

4
5
,0

0
0

 （
２

）
  雑

支
出

雑
支

出
8
,4

9
1
,0

0
0

8
0
,3

3
6
,0

0
0

6
4
9
,9

4
0
,0

0
0

1
2
,9

7
3
,7

8
4

 （
１

）
  過

年
度

損
益

修
正

益
過

年
度

損
益

修
正

益
9
1
0

9
1
0

 （
１

）
  固

定
資

産
売

却
損

過
年

度
損

益
修

正
損

4
5
4
,5

4
7

4
5
4
,5

4
7

 （
１

）
  固

定
資

産
売

却
損

予
備

費
8
,0

0
0
,0

0
0

8
,0

0
0
,0

0
0

△
 8

,4
5
3
,6

3
7

4
,5

2
0
,1

4
7

8
7
6
,0

0
8

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
5
,3

9
6
,1

5
5

令
和

５
年

度
　

宜
野

湾
市

下
水

道
事

業
予

定
損

益
計

算
書

（
令

和
５

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
６

年
３

月
３

１
日

ま
で

）

３
営

業
外

収
益

４
営

業
外

費
用

経
常

利
益

１
営

業
収

益

２
営

業
費

用

営
業

損
失

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

５
特

別
利

益

６
特

別
損

失

７
予

備
費
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(令
和

６
年

３
月

３
１

日
)

(単
位

：
円

)

資
産

の
部

固
　

定
　

資
　

産

(1
)

有
 形

 固
 定

 資
 産

イ
土

　
　

　
　

地
6
1
0
,1

1
8
,7

5
9

6
1
0
,1

1
8
,7

5
9

ロ
建

　
　

　
　

物
7
4
,9

7
2
,1

9
5

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
8
,6

8
9
,6

0
2

5
6
,2

8
2
,5

9
3

ハ
構

　
築

　
物

2
0
,9

5
6
,4

0
5
,1

0
3

減
価

償
却

累
計

額
△

 4
,0

6
8
,0

6
8
,2

9
9

1
6
,8

8
8
,3

3
6
,8

0
4

ニ
機

械
及

び
装

置
5
3
1
,7

0
0
,9

5
9

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
7
6
,9

8
9
,8

0
0

3
5
4
,7

1
1
,1

5
9

ホ
車

両
運

搬
具

1
,7

9
9
,8

7
4

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
,6

5
4
,4

0
1

1
4
5
,4

7
3

ヘ
工

具
器

具
及

び
備

品
1
,1

4
2
,3

9
2

減
価

償
却

累
計

額
△

 9
7
4
,5

0
2

1
6
7
,8

9
0

ト
建

設
仮

勘
定

0

有
 形

 固
 定

 資
 産

 合
 計

1
7
,9

0
9
,7

6
2
,6

7
8

(2
)

無
 形

 固
 定

 資
 産

イ
施

設
利

用
権

2
,4

5
4
,4

5
9
,3

3
9

無
 形

 固
 定

 資
 産

 合
 計

2
,4

5
4
,4

5
9
,3

3
9

(3
)

投
　

　
　

資

イ
出

資
金

5
,0

0
0
,0

0
0

投
　

資
　

合
　

計
5
,0

0
0
,0

0
0

固
 定

 資
 産

 合
 計

2
0
,3

6
9
,2

2
2
,0

1
7

流
　

動
　

資
　

産

(1
)

現
金

預
金

1
6
1
,7

4
0
,1

6
7

(2
)

未
収

金
1
5
0
,0

0
8
,2

9
7

貸
倒

引
当

金
△

 7
2
,8

0
5

1
4
9
,9

3
5
,4

9
2

(3
)

そ
の

他
流

動
資

産
0

流
 動

 資
 産

 合
 計

3
1
1
,6

7
5
,6

5
9

資
 産

 合
 計

2
0
,6

8
0
,8

9
7
,6

7
6

令
和

5
年

度
  宜

野
湾

市
下

水
道

事
業

予
定

貸
借

対
照

表
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負
債

の
部

3
固

　
定

　
負

　
債

(1
)

企
　

業
　

債

イ
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

4
,6

9
7
,8

2
6
,5

1
0

ロ
そ

の
他

の
企

業
債

1
6
,0

0
2
,5

5
4

企
 業

 債
 合

 計
4
,7

1
3
,8

2
9
,0

6
4

(2
)

引
　

当
　

金

イ
退

職
給

付
引

当
金

2
2
,3

6
9
,0

8
1

引
 当

 金
 合

 計
2
2
,3

6
9
,0

8
1

固
 定

 負
 債

 合
 計

4
,7

3
6
,1

9
8
,1

4
5

4
流

　
動

　
負

　
債

(1
)

企
　

業
　

債

イ
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

3
1
6
,9

9
6
,3

3
9

ロ
そ

の
他

の
企

業
債

8
,2

3
8
,4

4
4

企
 業

 債
 合

 計
3
2
5
,2

3
4
,7

8
3

(2
)

未
　

払
　

金
3
7
,0

0
0
,0

0
0

(3
)

預
　

り
　

金
3
0
0
,0

0
0

(4
)

引
　

当
　

金

イ
賞

与
引

当
金

6
,6

7
3
,0

0
0

ロ
法

定
福

利
費

引
当

金
1
,2

2
1
,0

0
0

引
 当

 金
 合

 計
7
,8

9
4
,0

0
0

(5
)

そ
の

他
流

動
負

債
0

流
 動

 負
 債

 合
 計

3
7
0
,4

2
8
,7

8
3

5
繰

　
延

　
収

　
益

(1
)

長
期

前
受

金
1
7
,4

0
3
,8

3
3
,1

4
7

(2
)

収
益

化
累

計
額

△
 3

,7
6
9
,3

3
3
,3

3
5

繰
 延

 収
 益

 合
 計

1
3
,6

3
4
,4

9
9
,8

1
2

負
 債

 合
 計

1
8
,7

4
1
,1

2
6
,7

4
0

資
本

の
部

6
資

　
本

　
金

(1
)

資
本

金

イ
固

有
資

本
金

6
2
4
,0

0
3
,9

5
1

ロ
組

入
資

本
金

5
4
4
,9

9
4
,3

1
4

資
 本

 金
 合

 計
1
,1

6
8
,9

9
8
,2

6
5

1
,1

6
8
,9

9
8
,2

6
5

7
剰

　
余

　
金

(1
)

資
本

剰
余

金

イ
国

庫
補

助
金

2
1
5
,9

6
1
,6

2
9

ロ
受

贈
財

産
評

価
額

6
,9

9
5
,7

9
0

ハ
他

会
計

補
助

金
2
4
3
,7

3
2
,0

9
7

ニ
他

会
計

負
担

金
3
,6

8
7
,0

0
0

資
 本

 剰
 余

 金
 合

 計
4
7
0
,3

7
6
,5

1
6

(2
)

利
益

剰
余

金

イ
減

債
積

立
金

9
5
,0

0
0
,0

0
0

ロ
建

設
改

良
積

立
金

0

ハ
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

2
0
5
,3

9
6
,1

5
5

利
 益

 剰
 余

 金
 合

 計
 

3
0
0
,3

9
6
,1

5
5

剰
　

余
　

金
　

合
　

計
7
7
0
,7

7
2
,6

7
1

資
　

本
　

合
　

計
1
,9

3
9
,7

7
0
,9

3
6

負
　

債
　

資
　

本
　

合
　

計
2
0
,6

8
0
,8

9
7
,6

7
6
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注
記

 

 
Ⅰ

．
重

要
な

会
計

方
針

 

 
 

１
 

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の
方

法
 

 
 

 
 

（
１

）
有

形
固

定
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３．予算に関する参考資料



（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 下水道事業収益 2,003,140

1 営 業 収 益 1,163,350

1 下 水 道 使 用 料 976,238

下 水 道 使 用 料 976,238 下水道使用料収入

2 雨 水 処 理 負 担 金 185,971

3 そ の 他 営 業 収 益 1,141

手 数 料 1,141 指定工事店登録手数料等

2 営 業 外 収 益 839,789

1 受取利息及び配当金 1

預 金 利 息 1 定期預金利息

2 他 会 計 負 担 金 58,618

3 補 助 金 81,500

国 庫 補 助 金 38,500 防災・安全交付金

県 補 助 金 43,000 沖縄振興公共投資交付金

4 消費税及び地方消費税 35,287

還 付 金 消費税及び地方消費税

還 付 金

5 長 期 前 受 金 戻 入 664,344

受 贈 財 産 評 価 額

長 期 前 受 金 戻 入

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

6 雑 収 益 39

そ の 他 雑 収 益 39 延滞金等

29,175 県補助金による減価償却費見合分戻入

185,212 他会計補助金による減価償却費見合分戻入

32,822 他会計負担金による減価償却費見合分戻入

60,364
受贈財産評価額による減価償却費見合分戻
入

356,771 国庫補助金による減価償却費見合分戻入

他 会 計 負 担 金 58,618
地方公営企業繰出基準に基づく一般会計負
担金

35,287 消費税及び地方消費税還付金

　令和６年度　宜野湾市下水道事業会計予算実施計画明細書　

収益的収入及び支出
収益的収入

雨 水 処 理 負 担 金 185,971
雨水処理に要する経費に対する一般会計負
担金
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

3 特 別 利 益 1

1 過 年 度 損 益 修 正 益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 1
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収益的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 下水道事業費用 1,953,685

1 営 業 費 用 1,865,108

1 汚 水 管 渠 費 146,309

給 料 12,420 下水道施設課職員給料

手 当 7,366 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 4,468 共済組合、互助会等負担金

備 消 耗 品 費 426 事務用及び作業用消耗品費

燃 料 費 172 車両燃料費

通 信 運 搬 費 300 電話料金

手 数 料 2 車検印紙代

使 用 料 277 軍用地共同使用料等

修 繕 費 139 車両等の修繕費

負 担 金 53 職員研修等の参加費

保 険 料 64 車両保険

公 課 費 9 車両重量税

2 雨 水 管 渠 費 141,381

上下水道事業包括業務委託

宜野湾市公共下水道雨水管理総合計画基礎
調査業務委託

工 事 請 負 費 36,580 宜野湾地区排水路改修工事

使 用 料 32 軍用地共同使用料

3 ポ ン プ 場 費 61,576

委 託 料 104,769

委 託 料 61,576
上下水道事業包括業務委託、ポンプ場管理
業務委託等

委 託 料 120,613
上下水道事業包括業務委託、ストックマネ
ジメント計画に基づく点検調査業務委託
（管路施設）等
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

4 普 及 指 導 費 23,993

備 消 耗 品 費 12 排水設備検査道具等

印 刷 製 本 費 1

通 信 運 搬 費 15 貸付金督促等の郵送料

委 託 料 3,340 上下水道事業包括業務委託

負 担 金 75 水洗便所改造等資金貸付金利子補給金

補 助 金 20,000 公共下水道接続促進事業補助金

行 事 費 550 「下水道の日」等の行事費

5 業 務 費 53,735

給 料 11,835 業務サービス課職員給料

手 当 6,633 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 4,139 共済組合、互助会等負担金

備 消 耗 品 費 45 事務用消耗品等

燃 料 費 40 車両燃料費

通 信 運 搬 費 21 汚水量報告等の郵送料

手 数 料 4,480 使用料徴収事務手数料、車検手数料

修 繕 費 34 車両等の修繕費

保 険 料 14 車両保険

公 課 費 1 車両重量税

6 総 係 費 43,688

給 料 7,245
局長・次長の下水道事業負担分、総務企画
課職員の給料

手 当 等 8,377 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 1,674 共済組合、互助会等負担金

委 託 料 26,493
上下水道事業包括業務委託、水質検査業務
委託、瑞慶覽基地維持管理委託等
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

旅 費 166 研修等の旅費、会計年度任用職員交通費

退 職 給 付 費 5,993 退職給付引当金

報 酬 2,403
会計年度任用職員報酬、上下水道料金審議
会委員報酬

被 服 費 160 職員の作業服等

備 消 耗 品 費 504 事務用消耗品、法規追録等

光 熱 水 費 924 庁舎電気料金等

印 刷 製 本 費 235 決算書、統計年報等

通 信 運 搬 費 338 郵便料金、電話料金

委 託 料 3,575 庁舎警備、清掃、会計支援業務等

手 数 料 636 消防設備点検料、振込手数料等

使 用 料 377 ＮＨＫ受信料、LGWAN業務用端末使用料

賃 借 料 9,805 複写機、庁舎賃借料等

修 繕 費 145 庁舎修繕費等

厚 生 費 75 職場検診費

負 担 金 713 下水道協会等関係団体負担金等

保 険 料 161 下水道賠償責任保険等

繰 出 金 1

貸 倒 損 失 1

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 180 貸倒引当金繰入額

7 減 価 償 却 費 833,672

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

8 資 産 減 耗 費 17,348

固 定 資 産 除 却 費 17,348 固定資産の除却費

9 流 域 下 水 道 543,406

維 持 管 理 負 担 金 流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

543,406 汚水処理負担金

748,573 有形固定資産等の減価償却費

85,099 無形固定資産等の減価償却費
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

2 営 業 外 費 用 80,077

1 支払利息及び企業債 80,075

取 扱 諸 費 企 業 債 利 息 80,066 企業債利息

借 入 金 利 息 9 一時借入金利息

2 消費税及び地方消費税 1

消費税及び地方消費税 1

3 雑 支 出 1

そ の 他 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 500

1 過 年 度 損 益 修 正 損 500

過 年 度 損 益 修 正 損 500 漏水等使用料還付

4 予 備 費 8,000

1 予 備 費 8,000

予 備 費 8,000
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 資 本 的 収 入 1,213,454

1 企 業 債 505,700

1 企 業 債 505,700

汚 水 事 業 債 350,400 汚水管渠整備等に係る企業債

雨 水 事 業 債 76,300 雨水管渠整備に係る企業債

流 域 下 水 道 事 業
建 設 負 担 金 債

79,000 流域下水道事業建設負担金に係る企業債

2 補 助 金 640,188

1 国 庫 補 助 金 116,028

国 庫 補 助 金 116,028 雨水管渠整備等に係る補助金

2 県 補 助 金 524,160

県 補 助 金 524,160 汚水管渠整備等に係る補助金

3 負担金及び分担金 67,566

1 他 会 計 負 担 金 67,566

他 会 計 負 担 金 67,566
地方公営企業繰出基準に基づく一般会計負
担金

資本的収入及び支出

資本的収入

-31-



資本的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 資 本 的 支 出 1,571,948

1 建 設 改 良 費 1,245,607

1 汚 水 管 渠 築 造 費 589,189

手 当 7,827 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 4,263 共済組合、互助会等負担金

委 託 料 89,324 補助事業

・上原汚水枝線磁気探査業務委託

・我如古汚水枝線磁気探査業務委託

・真栄原汚水枝線実施設計業務委託

・真志喜汚水枝線実施設計業務委託

・愛知他汚水枝線実施設計業務委託

・人孔蓋改築実施設計業務委託
・野嵩他マンホールポンプ改築実施設計業
務委託
単独事業

・修正設計業務委託（8件）

・下水道施設維持管理業務（西普天間蓋調
整）

工 事 請 負 費 476,500 補助事業

・西普天間住宅地区汚水幹線・枝線工事

・上原汚水枝線工事

・我如古汚水枝線工事

・宜野湾第1汚水幹線工事

・宜野湾汚水枝線工事

単独事業

・宜野湾11号舗装復旧工事

・付帯工事（8件）

2 雨 水 管 渠 築 造 費 225,291

手 当 4,284 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 2,427 共済組合、互助会等負担金

給 料 6,940
建設改良に係る下水道施設課雨水事業担当
職員給料

給 料 11,275
建設改良に係る下水道施設課汚水事業担当
職員給料
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

委 託 料 60,466 補助事業

・公共下水道雨水管渠工事現場技術業務委
託

・神山雨水支線実施設計業務委託

・大山雨水支線改築実施設計業務委託

単独事業

・修正設計業務委託（2件）

・公共下水道雨水管渠工事現場技術業務委
託

・雨水排水路管設計業務委託

・分筆測量及び登記業務委託

・下水道施設維持管理業務（西普天間蓋調
整）

工 事 請 負 費 151,174 補助事業

・西普天間住宅地区雨水支線工事

単独事業

・付帯工事（2件）

・雨水排水路管布設工事

3 ポ ン プ 場 築 造 費 346,600

委 託 料 337,500 補助事業

・宜野湾市公共下水道宜野湾中継ポンプ場

の建設工事委託に関する協定（改築分）

・宜野湾市公共下水道宜野湾中継ポンプ場

の建設工事委託に関する協定

（ポンプ増設分）

・宜野湾市公共下水道宜野湾中継ポンプ場

の建設工事委託に関する協定（耐震分）

単独事業

・修正設計業務委託（7件）

工 事 請 負 費 9,100 単独事業

・付帯工事（7件）

4 流域下水道建設負担金 79,009

流域下水道建設負担金 79,009 流域下水道事業に対する負担金

5 営 業 設 備 費 5,518

機 械 装 置 購 入 費 5,518 汚水ポンプ購入費
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

2 企 業 債 償 還 金 326,341

1 企 業 債 償 還 金 326,341

下水道事業債償還金 220,221 下水道事業債の元金年割償還金

流 域 下 水 道 事 業 債
償 還 金

97,881 流域下水道事業債の元金年割償還金

そ の 他 企 業 債
償 還 金

8,239 公営企業適用債等の元金年割償還金
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